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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　木質壁と、
　前記木質壁の外周面と架構の内面との間に形成されて前記木質壁を前記架構に接着して
接合し、接合破壊するまでは前記架構と前記木質壁との間のせん断応力伝達を接合力によ
って行い、接合破壊すると前記架構と前記木質壁との間のせん断応力伝達を前記木質壁に
形成される圧縮束によって行なう接着層と、
　を有する木質耐震壁。
【請求項２】
　木質壁と、
　前記木質壁を架構に接着して接合し、接合破壊するまでは前記架構と前記木質壁との間
のせん断応力伝達を接合力によって行い、接合破壊すると前記架構と前記木質壁との間の
せん断応力伝達を前記木質壁に形成される圧縮束によって行なう接着層と、
　を有し、
　前記木質壁は、横方向へ複数並べて配置した木質板材を繋ぎ合わせることにより形成さ
れている木質耐震壁。
【請求項３】
　木質壁と、
　前記木質壁を架構に接着して接合し、接合破壊するまでは前記架構と前記木質壁との間
のせん断応力伝達を接合力によって行い、接合破壊すると前記架構と前記木質壁との間の
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せん断応力伝達を前記木質壁に形成される圧縮束によって行なう接着層と、
　を有し、
　前記木質壁は、上下方向へ複数並べて配置した木質板材を繋ぎ合わせることにより形成
されている木質耐震壁。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、構造物の架構に取り付けられる木質耐震壁に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、美観や施工性に優れた耐震壁として木質耐震壁が提案されている。例えば、特許
文献１には、柱と梁に囲まれた面内に設置された木質耐震壁が開示されている。
【０００３】
　この木質耐震壁は、柱及び梁の内面と、木質耐震壁の外周との間に設けた隙間に可撓性
のある接着剤を埋めて変形吸収層を形成することにより、柱及び梁に固定されている。よ
って、変形吸収層の局部変形吸収効果により木質耐震壁の局部破壊が防止され、木質耐震
壁の変形能力を向上させることができる。
【０００４】
　しかし、特許文献１の木質耐震壁の水平せん断剛性は、可撓性を有する変形吸収層によ
り低くなってしまうので、柱及び梁に発生する水平外力に対して早期に強度を発揮させる
ことが難しい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－３１４０８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は係る事実を考慮し、木質耐震壁の水平せん断剛性を高くすることを課題とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１態様の発明は、木質壁と、前記木質壁を架構に接着して接合し、接合破壊するまで
は前記架構と前記木質壁との間のせん断応力伝達を接合力によって行い、接合破壊すると
前記架構と前記木質壁との間のせん断応力伝達を前記木質壁に形成される圧縮束によって
行なう接着層と、を有する木質耐震壁である。
【０００８】
　第１態様の発明では、架構に発生したせん断力が接着層に作用したときに、この接着層
が接合破壊するまでは、接着層の接合力によって架構と木質壁との間のせん断応力伝達が
行われ、木質壁へ伝達されたせん断応力は木質壁によって負担される。
【０００９】
　また、架構に発生したせん断力が接着層に作用したときに、この接着層が接合破壊する
と、接合破壊した接着層の破壊面同士の摩擦又は噛み合わせにより力の伝達が行われて、
木質耐震壁（木質壁）の対角線上の領域に圧縮束が形成される。そして、この圧縮束を介
して架構と木質壁との間のせん断応力伝達が行われ、木質壁へ伝達されたせん断応力は木
質壁によって負担される。
【００１０】
　これらにより、木質耐震壁の水平せん断剛性を高くすることができ、架構に発生するせ
ん断力に対して早期に強度を発揮させることができる。例えば、可撓性を有する接着剤に
よって形成された変形吸収層により柱梁架構に木質壁が取り付けられた木質耐震壁よりも
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せん断剛性及びせん断耐力が高い耐震壁を構成することができる。また、例えば、ＲＣ耐
震壁、鉄骨ブレース等の非木耐震要素と同等のせん断剛性及びせん断耐力を有する耐震壁
を構成することができる。
【００１１】
　第２態様の発明は、第１態様の木質耐震壁において、前記木質壁は、横方向へ複数並べ
て配置した木質板材を繋ぎ合わせることにより形成されている。
【００１２】
　第２態様の発明では、木質壁よりも大きさの小さい木質板材は、製造を容易に行うこと
ができる。また、木質壁よりも大きさの小さい木質板材は取り扱い易いので、木質耐震壁
の施工性を向上させることができる。
【００１３】
　第３態様の発明は、第１態様の木質耐震壁において、前記木質壁は、上下方向へ複数並
べて配置した木質板材を繋ぎ合わせることにより形成されている。
【００１４】
　第３態様の発明では、木質壁よりも大きさの小さい木質板材は、製造を容易に行うこと
ができる。また、木質壁よりも大きさの小さい木質板材は取り扱い易いので、木質耐震壁
の施工性を向上させることができる。さらに、意匠上の自由度を上げることができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明は上記構成としたので、木質耐震壁の水平せん断剛性を高くすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態に係る木質耐震壁を示す正面図である。
【図２】本発明の実施形態に係る木質壁を示す平面断面図である。
【図３】本発明の実施形態に係る木質耐震壁の作用を示す正面図である。
【図４】本発明の実施形態に係る木質耐震壁の作用を示す正面図である。
【図５】本発明の実施形態に係る木質パネルの形成方法を示す平面断面図である。
【図６】本発明の実施形態に係る木質パネルの形成方法を示す平面断面図である。
【図７】本発明の実施形態に係る木質耐震壁を示す正面図である。
【図８】本発明の実施形態に係る木質壁を示す側面断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。まず、本発明の実施形態に係る木質
耐震壁について説明する。
【００１８】
　図１の正面図に示すように、本実施形態の木質耐震壁１０は、木質壁１２と接着層１４
を有して構成されている。図１、及び図１のＡ－Ａ断面図である図２（ａ）に示すように
、木質壁１２は、横方向へ複数並べて配置した木質板材１６を、接着剤で繋ぎ合わせて一
体化した１枚の木質パネル２０を有して構成されている。木質板材１６は、木の板を積層
接着して形成した単板積層材からなる、平面形状が略長方形の部材である。
【００１９】
　図１に示すように、木質壁１２は、柱２２Ａ、２２Ｂと梁２４Ａ、２４Ｂを有して構成
された架構としての柱梁架構２６の構面内に、木質板材１６の長辺方向が上下方向となる
ように配置されている。柱２２Ａ、２２Ｂと梁２４Ａ、２４Ｂは、鉄筋コンクリートによ
って形成されている。
【００２０】
　木質壁１２は、木質パネル２０の外縁部２８（外周面３０）と、柱梁架構２６（柱２２
Ａ、２２Ｂ、及び梁２４Ａ、２４Ｂ）の内面３２との間に設けた隙間（以下、「隙間Ｓ１

」とする）にエポキシ樹脂系接着剤Ｇを密に充填し硬化させて接着層１４を形成すること
により、柱梁架構２６に接着されて接合されている。隙間Ｓ１の大きさは、接着層１４の
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せん断剛性が、木質板材１６のせん断剛性以上となる大きさになっている。
【００２１】
　図３（ａ）の正面図、及び図４（ａ）の正面図に示すように、接着層１４は、地震によ
り柱梁架構２６にせん断力Ｆが発生し、このせん断力Ｆが接着層１４に作用したときに、
接着層１４が接合破壊するまでは（接着層１４が接合破壊しない状態においては）、柱梁
架構２６と、木質パネル２０との間のせん断応力伝達を接着層１４の接合力によって行う
。
【００２２】
　また、図３（ｂ）の正面図、及び図４（ｂ）の正面図に示すように、接着層１４は、地
震により柱梁架構２６にせん断力Ｆが発生し、このせん断力Ｆが接着層１４に作用したと
きに、接着層１４が接合破壊すると（接着層１４が接合破壊した状態においては）、接合
破壊した接着層１４の破壊面同士の摩擦又は噛み合わせにより力の伝達が行われて、木質
耐震壁１０の対角線上の領域（接着層１８を含んだ木質パネル２０の対角線上の領域と、
この領域の斜め上下延長上にある接着層１４の領域とを合わせた領域）に圧縮束Ｐが形成
される。そして、この圧縮束Ｐによって、柱梁架構２６と木質パネル２０との間のせん断
応力伝達が行われる。
【００２３】
　なお、本実施形態において、「接合力」とは、接着層１４のせん断耐力、木質パネル２
０の外周面３０に対する接着層１４の付着力、及び柱梁架構２６の内面３２に対する接着
層１４の付着力により、柱梁架構２６に木質パネル２０をくっ付ける力を意味し、「接合
破壊」とは、接着層１４がせん断破壊すること（接着層１４の凝集破壊）、接着層１４が
くっついた状態で木質パネル２０の外周面３０が剥がれること（木質パネル２０の凝集破
壊）、接着層１４の内面と木質パネル２０の外周面３０とが界面で断ち切れること（木質
パネル２０の外周面３０に対する接着層１４の接着破壊）、接着層１４がくっついた状態
で鉄筋コンクリート製の柱梁架構２６の内面３２が剥がれること（柱梁架構２６を形成す
るコンクリートの凝集破壊）、又は接着層１４の外面と柱梁架構２６の内面３２との界面
で断ち切れること（柱梁架構２６の内面３２に対する接着層１４の接着破壊）を意味する
。すなわち、柱梁架構２６に発生し接着層１４に作用するせん断力Ｆが、これらの破壊強
度（接着層１４の凝集破壊強度、木質パネル２０の凝集破壊強度、木質パネル２０の外周
面３０に対する接着層１４の接着破壊強度、柱梁架構２６を形成するコンクリートの凝集
破壊強度、及び柱梁架構２６の内面３２に対する接着層１４の接着破壊強度）の内の最も
小さい値以上になったときに接合破壊が起きる。
【００２４】
　木質パネル２０は、例えば、次に示す方法によって形成することができる。まず、柱梁
架構２６の構面内の所定位置に木質板材１６をそれぞれ配置し、接着層１４によって柱梁
架構２６に木質板材１６の端部を接合する（不図示）。
【００２５】
　次に、図５（ａ）の平面断面図に示すように、木質板材１６間の隙間（以下、「隙間Ｓ

２」とする）を塞ぐように木質板材１６の一方の面に、貼り付け等によって目張りテープ
４０を取り付ける。
【００２６】
　次に、図５（ａ）に示すように、木質板材１６間の隙間Ｓ２に接着剤を充填して（矢印
３６）図２に示すように接着層１８を形成する。そして、この接着層１８により木質板材
１６同士が繋ぎ合わされて一体化され、木質パネル２０が形成される。隙間Ｓ２の大きさ
は、接着層１８のせん断剛性が、木質板材１６のせん断剛性以上となる大きさになってい
る。
【００２７】
　次に、本発明の実施形態に係る木質耐震壁の作用と効果について説明する。
【００２８】
　本実施形態の木質耐震壁１０では、図３（ａ）及び図４（ａ）に示すように、柱梁架構
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２６に発生したせん断力Ｆが接着層１４に作用したときに、この接着層１４が接合破壊す
るまでは、接着層１４の接合力によって柱梁架構２６と木質パネル２０（木質壁１２）と
の間のせん断応力伝達が行われ、木質パネル２０（木質壁１２）へ伝達されたせん断応力
は、木質パネル２０（木質壁１２）によって負担される。
【００２９】
　また、図３（ｂ）及び図４（ｂ）に示すように、柱梁架構２６に発生したせん断力Ｆが
接着層１４に作用したときに、この接着層１４が接合破壊すると、接合破壊した接着層１
４の破壊面同士の摩擦又は噛み合わせにより力の伝達が行われて、木質耐震壁１０の対角
線上の領域（接着層１８を含んだ木質パネル２０の対角線上の領域と、この領域の斜め上
下延長上にある接着層１４の領域とを合わせた領域）に圧縮束Ｐが形成される。そして、
この圧縮束Ｐを介して柱梁架構２６と木質パネル２０（木質壁１２）との間のせん断応力
伝達が行われ、木質パネル２０（木質壁１２）へ伝達されたせん断応力は、木質パネル２
０（木質壁１２）によって負担される。
【００３０】
　よって、これら（図３（ａ）、（ｂ）、及び図４（ａ）、（ｂ））の原理により、木質
耐震壁１０の水平せん断剛性を高くすることができ、柱梁架構２６に発生するせん断力に
対して早期に強度を発揮させることができる。例えば、可撓性を有する接着剤により形成
された変形吸収層によって柱梁架構に木質壁が取り付けられた木質耐震壁よりも、せん断
剛性及びせん断耐力が高い耐震壁を構成することができる。また、例えば、鉄筋コンクリ
ート製耐震壁、鋼製耐震壁、鉄筋コンクリート製ブレース、鉄骨ブレース等の非木耐震要
素と同等のせん断剛性及びせん断耐力を有する耐震壁を構成することができる。
【００３１】
　さらに、本実施形態の木質耐震壁１０では、耐震壁を木質の壁（木質壁１２）とするこ
とによって、美観や施工性に優れた耐震壁を構築することができる。
【００３２】
　また、本実施形態の木質耐震壁１０では、木質壁１２が、横方向へ複数並べて配置した
木質板材１６を繋ぎ合わせることにより形成されており、木質壁１２よりも大きさの小さ
い木質板材１６は、製造を容易に行うことができる。また、木質壁１２よりも大きさの小
さい木質板材１６は取り扱い易いので、木質耐震壁１０の施工性を向上させることができ
る。
【００３３】
　さらに、木質板材１６を繋ぎ合わせる接着層１８のせん断剛性は、木質板材１６のせん
断剛性以上となっているので、木質パネル２０を面内全方向に対して一体性のある部材と
することができる。これにより、一枚ものの木質板材によって形成した木質パネルと同等
のせん断剛性及びせん断耐力を木質パネル２０に与えることができる。
【００３４】
　以上、本発明の実施形態について説明した。
【００３５】
　なお、本実施形態では、木質板材１６を単板積層材とした例を示したが、木質の他の部
材としてもよい。例えば、木質壁１２（木質パネル２０）は、製材、集成材、積層材、合
板などの木質材を有して構成されていればよい。木質板材１６を単板積層材とすれば、木
質耐震壁１０を十分なせん断剛性及びせん断耐力を有する耐震壁とすることができるので
好ましい。また、この場合、単板積層材を縦使いにすれば、木質耐震壁１０の高いせん断
剛性及びせん断耐力が期待できるので、より好ましい。
【００３６】
　また、本実施形態では、木質壁１２を、木質パネル２０の外縁部２８（外周面３０）と
、柱２２Ａ、２２Ｂ、及び梁２４Ａ、２４Ｂの内面３２とを、接着層１４により接着して
接合した例を示したが、木質壁１２は、柱２２Ａ、２２Ｂ、及び梁２４Ａ、２４Ｂの一方
に接合されていてもよい。すなわち、柱２２Ａ、２２Ｂのみに木質壁１２が接合されてい
てもよいし、梁２４Ａ、２４Ｂのみに木質壁１２が接合されていてもよい。また、木質壁
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１２を、上下梁や上下床スラブの間に間柱のように配置してもよい。
【００３７】
　さらに、本実施形態では、エポキシ樹脂系接着剤Ｇにより接着層１４を形成した例を示
したが、接着層１４が接合破壊するまでは、接着層１４の接合力によって柱梁架構２６と
木質パネル２０との間のせん断応力伝達が行われ、接着層１４が接合破壊すると、木質耐
震壁１０に形成される圧縮束Ｐを介して柱梁架構２６と木質パネル２０との間のせん断応
力伝達が行われれば、他の種類の接着剤によって接着層１４を形成するようにしてもよい
。例えば、ポリマーセントモルタル、無収縮モルタル等を接着剤として用いてもよい。接
着層１４のせん断剛性を高くすることができる接着剤を用いるのが好ましい。
【００３８】
　また、本実施形態では、接着層１４が形成される隙間Ｓ１の大きさを、接着層１４のせ
ん断剛性が、木質板材１６のせん断剛性以上となる大きさとした例を示したが、隙間Ｓ１

の大きさは、使用する接着剤によって形成される接着層１４において、接着層１４が接合
破壊するまでは、接着層１４の接合力によって柱梁架構２６と木質パネル２０との間のせ
ん断応力伝達が行われ、接着層１４が接合破壊すると、木質耐震壁１０に形成される圧縮
束Ｐを介して柱梁架構２６と木質パネル２０との間のせん断応力伝達が行われ、且つ、接
着層１４の施工が可能な（隙間Ｓ１に接着剤を充填できる）大きさにする。すなわち、高
いせん断剛性が得られるように、接着層１４を形成する材料と接着層１４の厚さを設定す
る。接着層１４のせん断剛性を高くする方法としては、接着層１４を薄くすることや、骨
材等を混入する方法が考えられる。例えば、接着剤をエポキシ樹脂系接着剤Ｇとした場合
には、隙間Ｓ１の大きさを１～２５ｍｍ程度とすることができる。また、例えば、エポキ
シ樹脂系接着剤Ｇに骨材等を混入して接着層１４を形成する場合には、接着層１４のせん
断剛性が高くなるので、隙間Ｓ１を１００ｍｍ程度とすることができる。
【００３９】
　さらに、本実施形態では、図２（ａ）に示すように、木質壁１２を１枚の木質パネル２
０を有して構成した例を示したが、木質壁１２は、対向させて面外方向へ複層配置した木
質パネル２０を有して構成するようにしてもよい。例えば、図２（ｂ）～（ｅ）の平面断
面図に示すように、木質壁１２を、対向させて面外方向へ２層又は３層配置した木質パネ
ル２０を有して構成するようにしてもよいし、木質壁１２を、対向させて面外方向へ４層
以上配置した木質パネル２０を有して構成するようにしてもよい。この場合、木質板材１
６の継ぎ目４２（接着層１８）は、イモ目地を構成するように配置してもよいし、ウマ目
地を構成するように配置してもよい。
【００４０】
　木質壁１２を、対向させて面外方向へ複層配置した木質パネル２０を有して構成する場
合には、例えば、図５（ａ）～（ｄ）の順に示すように、一層ずつ木質パネル２０を形成
することによって形成できる。また、例えば、木質板材１６の継ぎ目４２（接着層１８）
の配置をイモ目地の構成にすれば、図６（ａ）、（ｂ）の順に示すように、複層の木質パ
ネル２０を同時に形成することができる。すなわち、木質板材１６の隙間Ｓ２（継ぎ目４
２）が一致するように木質板材１６を配置すれば、最外層を構成する木質板材１６の隙間
Ｓ２から接着剤を注入（矢印３６）することにより、複数層の木質パネル２０を構成する
木質板材１６の繋ぎ合わせを一度に行うことができる。
【００４１】
　木質壁１２を、対向させて面外方向へ複層配置した木質パネル２０を有して構成する場
合、各層の木質パネル２０同士は、接着剤等によって接着してもよいし、接着しなくても
よいし、離して配置してもよい。
【００４２】
　また、本実施形態で示した木質板材１６を、上下方向に複数分割した木質の板を接着剤
等により繋ぎ合わせて形成するようにしてもよい。
【００４３】
　さらに、本実施形態では、木質壁１２を、横方向へ複数並べて配置した木質板材１６を
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繋ぎ合わせることにより形成した例を示したが、横方向へ複数並べて配置する木質板材１
６の数はいくつでもよいし、１つの木質板材１６で木質パネル２０を構成してもよい。ま
た、図７の正面図、及び図７のＢ－Ｂ断面図である図８（ａ）に示すように、木質パネル
２０を、上下方向へ複数（２つ以上）並べて配置した木質板材１６を繋ぎ合わせることに
より形成してもよい。この構成の場合には、木質耐震壁１０に圧縮束Ｐが形成されるよう
に、上下に配置された木質板材１６同士を繋ぐ接着層１８の接合力が、柱梁架構２６に木
質パネル２０を接合する接着層１４の接合力よりも大きくする。
【００４４】
　この木質耐震壁１０の構成においても、木質壁１２よりも大きさの小さい木質板材１６
は、製造を容易に行うことができる。また、木質壁１２よりも大きさの小さい木質板材１
６は取り扱い易いので、木質耐震壁１０の施工性を向上させることができる。さらに、意
匠上の自由度を上げることができる。
【００４５】
　また、この木質耐震壁１０の構成においても、木質壁１２を、対向させて面外方向へ複
層配置した木質パネル２０を有して構成するようにしてもよい。例えば、図８（ｂ）～（
ｅ）の側断面図に示すようにしてもよい。この場合、継ぎ目４２は、図８（ｂ）、（ｃ）
に示すように、イモ目地を構成するように配置してもよいし、図８（ｄ）、（ｅ）に示す
ように、ウマ目地を構成するようにしてもよい。さらに、木質板材１６を、横方向に複数
分割した木質の板を接着剤等により繋ぎ合わせて形成するようにしてもよい。
【００４６】
　また、本実施形態の木質耐震壁１０は、新築建物に適用してもよいし、改修建物に適用
してもよい。すなわち、建物の耐震改修工事において、本実施形態の木質耐震壁１０を架
構に設置してもよい。
【００４７】
　また、本実施形態では、架構としての柱梁架構２６（柱２２Ａ、２２Ｂ、及び梁２４Ａ
、２４Ｂ）を、鉄筋コンクリートによって形成した例を示したが、架構を構成する部材は
、他の構造のものでもよい。例えば、鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造、ＣＦＴ造（Conc
rete-Filled Steel Tube：充填形鋼管コンクリート構造）の柱や梁を有して構成された架
構でもよい。また、架構は他の構成のものでもよい。例えば、柱と床スラブで架構を構成
してもよい。
【００４８】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明はこうした実施形態に何等限定さ
れるものでなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、種々なる態様で実施し得るこ
とは勿論である。
【符号の説明】
【００４９】
１０　木質耐震壁
１２　木質壁
１４　接着層
１６　木質板材
２６　柱梁架構（架構）
Ｐ　圧縮束
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